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1 . 研究の背景 

わが国における 科学研究 寅 の総額は昭和 63 年度で 10 兆 6276 億円であ った ( 科学技術研究調査報告 ) 。 

その財源別内訳についてみると、 国及び地方公共団体の 2,1 兆円に対して 民間からはその 4 倍にあ たる 

8.5 兆円が支出されている。 このうち大学 等 で用いられた 研究寅を財源別にみると、 国及び地方公共団 

体からの支出が 6 割 (9400 億円 ) を超えており、 民間からの支出は 4 割に満たない 申さらに、 受託研究 

や 共同研究 寺 のために外部から 受け入れた研究 寅は ついても、 国及び地方公共団体から 1600 億円が支 

出されているのに 対し、 民間からの支出はその 1/3 弱 (500 億 ) でしかない。 この ょう に 、 我が国の研 

究 開発支は、 民間からの総研究費支出は 比較的大きいにもかかわらず、 その中から民間が 大学に対し 

て支出する研究穏は 非常に小さいという 特徴を持つ。 

総研究 接 支出に占める 大学への支出の 割合について 国際比較を行ったものが 図 1 であ る。 これによれ 

ば、 わが国の民間の 大学への支出牢はフランスと 並んで非常に 低い水準にあ ることがわかる。 また、 

わが国の特徴として、 国の総研究 寅 のうち 4 割を超える額が 大学に対して 支出されている 点をあ げるこ 

とができる。 しかし一方で 大学 ( 国立大学 ) における研究費の 財源別内訳をみると ( 図 2) 、 研究 寅に 

占める 校 寅の割合は年々低下し、 科研芸の割合はほぼ 横ばいとなっている。 現実には 校 寅の中で研究 

交 として用いることができるのはおよそ 半分程度であ ることを考慮すれば、 総研究なに占める 外部資 

金 ( 共同研究、 受託研究、 奨学寄付金 ) の割合は 1/3 を占めるほどに 大きくなってきている。 

億 n  研究丑の国際此奴 : 総研究 俺 支出に占める 大学への研究費支出国 1 図 2 研究資金の多様化 ( 国立大学 分 ) 
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最近企業の社会的 寅任 という言葉が 閃かれるようになり、 「 1% クラプ」などに 代表されるフィラン 

ソロピー ( 公益・寄付 ) への関心が産業界で 高まりつつあ る。 民間から大学への 研究資金の提供とい 

っても多様な 形態があ る。 例えば受託研究と 研究助成ではその 質において大きく 異なる。 研究助成で 

あ れば、 営利にとらわれることがないが 故に、 将来の科学技術の 発展を支える 基礎研究や広く 人文   

社会科学分野の 研究も可能となる。 事実アメリ ヵ においては、 戦前に民間財団によってなされた 萌芽 

的 研究分野への 助成が仝日の 大きな技術力の 基礎となっているのであ る。 そこで、 以下研究助成を 行 
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ぅ 民間 ( 企業 ) 活動、 即ち助成型民間財団 ( 以下では民間財団 と略 す ) に関する現状と 問題点にっ ぃ 

て 考察を行 う 。 

2 . 研究の目的 

本研究では民間財団に よ る研究助成活動の 評価基準として「科研脊の 質的補完」を 取り上げ、 

1) 民間財団による 研究助成の現状の 概観 

2) 民間財団の今後のあ るべき姿についての 検討 

な 行う。 後に見るように、 現在、 民間財団による 研究助成のうち、 大学の研究者を 対象としたものは 

7 割を超えている。 そこで本研究では、 民間研究 芙 助成のうち大学の 研究者を対象とするものを 取り上 

げた。 

大学の研究者の 研究資金源としては 校寅 以外では主に、 

1) 企業の直接援助 

2) 文部省科学研究 寅 補助金 ( 以下科研 按と 略す ) 

3) 民間財団に よ る研究助成金 

が 挙げられる。 このうち科研 交 は、 民間助成同様に 基礎研究部門や 商業べ ー スには乗りにくい 人文   

社会科学部門に 対しても研究 安 金を提供する、 という性格を 持っ。 科研 寅は 、 年間 500 位 円 という金額 

だけを見れば 民間助成の 63 億円を大きく 凌いでいろ。 科研芙の短所として 従来から、 

ln 採択率が 2 割程度に留まっており 皿 的に不十分であ る 

2) 研究分野がま 礎 研究に限られている 

3) 実 紙を重視しがちであ り若手や萌芽的研究は 不利であ る 

4) 研究費の使途の 点で制限が厳しい 

などの点が指摘されている。 そこで本研究では、 同じような対象を 相手にしながらも 圧倒的な規模を 

誇る科 件寅に 対する質的補完を 民間助成の評価基準とし、 科研究との比較を 通じ民間助成の 現状を明 

らかにし、 その評価を行 う ことを目的とする 0 

3 , マクロデータから 見た民間財団の 概要 

1944 年以前には民間財団としてはわずか 12 財団のみが存在する 過ぎなかった。 しかし、 高度成長が 

軌道に乗り始めた 1960 年代以降民間財団の 新規設立が相次ぎ、 1960 年代は 42 財団、 70 年代には 66 財団 

が 、 80 年代では 115 財団が新規に 設立され、 現在では 253 の民間財団が 助成事業を行っている ( 助成 財 

団交 料 センタ一調べ ) 。 

現在活動を行っているこれら 253 財団の事業内容の 内訳を見ると、 研究助成事業が 多く 250 プロバラ 

ムと他の事業を 圧倒している。 また研究助成プロバラムを 持つ財団は全体の 72% にも達しており、 研 

究 助成事業は名実共に 民間財団の中心的な 事業であ るといえる。 助成額 は ついてみると、 253 の民間財 

団は年間 141 億円あ まりの規模で 助成事業を行っており、 このうち研究助成は 全助成のおよそ 45% 、 約 

63 億円を占めている。 この金額は科研寅の 約 13 Ⅹに相当する。 

4 . 助成の配分状況からみた 民間財団の現状 

1989 年 7 月から 1990 年 5 月にかけてのおよそ 一年間に行われた 民間財団に よ る助成事業のうち、 金額、 

事業内容、 分野、 受領者の所属、 などが公表されているものを 対象として配分状況の 分析を行った。 
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これによると、 1 年間でお ょそ 3800 人 ( グループ ) が、 総額で 72 位田の助成を 受けている。 その中で、 

研究助成は 1461 件 (39%)    28 億円 (38%) を占める。 研究助成以外の 助成事業としては、 主なもの 

に 施設援助やその 他の助成事業 ( いずれも主として 福祉関係 ) があ る ( 表 1) 。 

民間財団からの 研究助成を受領した 者の所属をみると、 件数では 7196 、 金額では 75% が大学の研究 

者 ( 研究本務者 ) であ り、 民間財団による 研究助成のほとんどは 大学向けになされている。 そこで、 
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財団による研究助成の 85% を超えるものが 一件当り金額 300 万円未満となっていることから、 ここでは 

科研寅の中でこの 金額 帯 に相当する一般研究 (C) を比較の対象とした。 民間助成、 科研 脊 のいずれにつ 

いても医学、 工学、 理学の順で大きなシュアを 占めている。 他方、 法学や経済学になされる 助成の割 

合は抵くなっている。 研究分野別みた 助成の割合は、 民間助成及 び 科研 菜 共に非常に似通っており、 

民間助成は科研 英 に対して特色を 打ち出すに至っていない。 これは今後の 重要な検討課題であ る。 

表 Ⅰ 民間財団の事業内容 

車乗客 助成件数 ( 件 ) 合計会 頓 ( 千円 ) 
研究助成 1,461  (39x)  2.793.6 ㏄ (38 刈   

研究者派 近 263  (7% 155.249@ (2X) 

外国人招牌 72 く 2 ち ) ㏄・ 638  (1 幼 

会議・集会の 開催 110 (3% 1 笘 ， 580  ( 鍵 ) 

出版助成 41 く エヌ ) 卸 ， 262  (11) 

施投 援助 442  (12%  2.294.090  (31% 

その他の助成 769  (202)  1.250.847  (17% 
表彰事業 143 (4 だ Ⅰ 133.600 (2 さ ) 

奨学耳菜 ( 日 ) 132 (3 Ⅹ ) 152,702@ W) 

奨学を菜 ( 外 ) 251@ (72) 3 ム・ 820 [0 ⅩⅠ 

海外への直接助成 @  106 (3%  l 165.942  ( ぬ ) 

合計 I@ 3.790 @  7,2 ㏄， 398 

表 2  研究分野別助成件数と 助成金額の分布 

( 大学別科研史受領状況 ) 

民間助成の大学別配分状況を 検討するにあ たって、 まず比較対象のために 科研寅の配分状況につ い 

て 検討を行った。 昭和 63 年度科研究のうち 奨励研究及 び 海外学術研究を 除く分についてみると ( 図 3) 

教員数で圧倒的に 大きい 旧 帝大グループ ( 旧 7 帝大に東工大を 加えたものとする ) は他の大学に 比べて 

教員一人当りの 科研 寅 受領 数 が多くなっていることがわかる ( 全大学について 平均すると、 教員 当た 

図 3  大学教員数と 科研 費 受領 数 (5.63)  1 図 4  大学教員数と 科研 芙 受領 数 (5.63)  D 
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りの 科件 丑の受領率 は およそ 1 割であ った ) 。 つまり、 旧 帝大グループに 対して科研寅の 集中がみられる。 

次いで、 規模の大きなこれらの 大学を除いた 上で設立主体 ( 国 公私立 ) 間の比較を行った ( 図 4) 。 この 

図 をみると、 設立主体 ( 国 公私 ) ごとに一次回帰直裸が 大きく異なって ( 離れて ) いることがわかる。 さ 

らに、 個々の大学の 分布に注目すると、 設立主体別に 回帰線の周囲の 狭い範囲に固まり、 国公私立の三層 

に分 推している。 つまり、 科研脊の配分において、 私立よりも公立、 公立よりも国立、 国立のなかでも 特 

に旧 帝大グループへの 集中が起こっているのであ る。 

( 大学別 民向 助成受領状況 ) 

一方の民間助成についても 科研 寅と 同様に大学別配分状況を 調べた。 図 5 にあ るように、 平成元年度にな 

された民間財団による 研究助成でも 科研 寅と 同様 旧 帝大グループへの 集中がみられる。 なお、 全大学平均 

での受領率はおよそ 1% であ った。 旧 帝大グループを 除く国立大学と 公私立大学の 間で比較を行うと ( 図 6) 

科研穏の場合とは 異なり設立主体刑の 一次回帰直線は 、 特に国立大学バループと 公立大学バループの 間で 

非常に接近している。 加えて個々の 大学に注目すると、 特に私立大学バループでは、 教員当たり科研 費受 

領率が 技も高い大学から 最も低い大学まで、 広い範囲に渡って 分布がみられる。 

つまり、 民間財団による 研究助成は、 旧 帝大グループへの 集中はみられるものの、 それ以外の大学の 間 

では設立主体別にそれほど 大きな偏りがないのであ る。 民間助成では、 資格などによる 応募制限を持たな 

い一校公幕の 占める割合は 全研究助成プロバラムの 1/3 に過ぎず、 多くは指定校制や 推薦制度を採っている。 

一方科研 交 は、 実績主義をとっているとはいえ 制度的には応募に 捺して制限はない。 つまり民間助成の 方 

が 偏りが大きくなっても 当然であ るのに、 拮呆 的には民間助成の 方が科研 技 よりも大学 ( 設立主体刑 ) 間 

の偏りが小さくなっているのであ る。 

民間助成と科研 脊は ついて大学設立主体別の 研究助成配分状況を 更に詳しくみると ( 表 3) 、 民間助成、 

科 件寅 ともに助成受領 額 が高くなるに つ れて国立大学、 特に旧帝大グループへの 集中が激しくなり、 逆に 

私立大学への 配分率が減少する、 という傾向が 見られた。 

図 5  大学教負数と 民間助成受領 数 ㎝・ 1)  I 
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( 民間助成、 科研穏の立枝受領 ) 

平成元年度に 民間助成を受領した 者を対象に、 5.61 ～ 5.63 の科研 脊 受領状況を調べた ( 図 7) 。 経済や社 

会 、 文学を専門とする 研究者は殆ど 科研寅を受領しておらず、 一方医学や理学、 工学では 4 割前後の者が 科 

研 なの受領経験を 有する。 極端な者では、 僅か 3 年間の間に 11 件もの受領経験を 持っ ( ただし、 継続分も含 

む ) 。 金額でみると、 医学が圧倒的に 高く、 工学・理学・ 農学がこれに 続いている。 更に分野別に 科研 庇 

受領経験者について 詳細に調べたものが 表 4 であ る。 いずれの分野においても、 科研 英 受領経験があ るもの 

はそうでないものに 比べてより高額の 助成を民間財団から 受けていることがわかる。 分野別では、 科研究 

受領経験率の 高い理・工学や 医学では、 一人あ たり科研 寅 受領額は民間助成受領 額 02 倍を越えている。 特 

に医学では民間助成受領者のお ょ そ半分が、 過去 3 年間で民間助成の 5 倍以上もの科研脊を 受領している。 

一 53 一 



表 3  大学社直生大別研究助成配分状況 ㍻ 楠は (z 用 ぬ雄 賊し儲の櫛 恩 献品 
前日 

即 "" ' "" WM  (S.63)   

，趣 """ ""                       。 。 笘 "                       "" 。 刊壮 " 建 """ ""'                       。 笘 。 "" 棚臆科 。 腱 。 。 ぬ "" 
B&te@ 伯 ;  7%@ 77X  蚊 ; ,B8X@  TO*            坤 

( うち旧株 系 )  (1uX);  ( ㏄ 1);  (4 品 @  (1 年 )@  ( 俺 );  (3%  )@  ( 鱗 Ⅱ 畔   

ftSW? 5% : 2 名             豫 鮎 ; 血 ; 窩 ; 豫 足 。 。 """"           "'"            突 ' 件 " 。 ' ㏄ 人           "" 伯仲 i "" 件           " ㏄ 件 

Ⅰ 犠 たり 祇 ( 鞠 一 :  21 お ;  Ⅰ 蟻 一           3%            1%            邨 

  :ヾBWBt&oWWBBBtlt 、 WWW: 。 ， >: ， H ， f・ ，、 <:@ ，、 。 

'"" " 哺 。 """ 吐 " 。 。 。 。 " Ⅱ 鏑 " 。 '."" ぬ、 " 。 。 "'" 。 

図 7 
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表 4  民間助成受領者に 占める科研 芙 受領経験者の 位置 図 8 平成元年 風こ用耽滅 6 節したり 焼 者の内訓 
累 f 

口 その他 囲 助手 

後藤 め 

Ⅰ助奏 受 

Ⅰ 翔受 

  

そして医学分野は 民間助成の 1/3 以上を占めているのであ る ( 表 2) 。 このような、 科研 寅に 恵まれている 

分野ほど民間財団による 助成も多い、 という現状に 対しては、 再検討を要するであ ろう 0 

( 戒名別民間助成配分状況 ) 

また、 図 8 より助成分野別に 受領者の職名をみると、 民間助成、 科研究ともに 配分の少ない 法学や経済学 

の分野では教授、 助教授だけで 全体の 90% を越えているのに 対し、 工学や理学、 農学、 医学では助手 ( 若 

手 ) が 3 割前後をも占めている。 

実質的に若手を 対象とする、 研究員やオーバードクタ 一に対する研究助成では、 文学への助成がやや 多 

めになってはいるとはいえ、 もともと若手を 対象とする助成は 大学の研究者に 対する助成件数のわずか 3% 

(29 件 ) と絶対的に規模が 小さい。 従って、 これらを含めても、 民間財団による 助成が件数、 金額ともに 

少ない経済学や 法学、 文学の分野では、 若手への助成も 自然科学分野に 比べて蒔くなっている。 このよう 

に 、 研究費に恵まれない 人文社会科学分野の 、 特に若手という 屑は、 民間助成が科研 費 に対して独自性を 

発揮できる対象であ ると考えられる。 

5 . アンケート調査からみた 民間助成 

( 財 ) 助成財団 下料 センタ一では、 1989 年度に、 1) 民間財団の果たしている 役割を明らかにする、 2) 研 

究 者による民間財団へのニーズを 探る、 ことを目的としてアンケート 調査を行った 0 調査対象は、 1) 一般 

研究者 ( 科研 芸 受領者及 び 日本学術会議会員 ) 、 2) 民間財団への 助成申請経験者、 3) 民間財団による 助成 

受領経験者、 の 3 届で総勢 2026 名からなる ( 回収率 67%) 。 以下に関連する 結果について 簡潔にまとめて 示 

す 。 

Ⅲいずれの屑の 研究者も殆どの 者は推薦制度よりも 一般公募制度が 望ましいと考えている。 現状におい 
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ては一般公募制度をとる 民間助成はプロバラムベースで おょ そ 1/3 にすぎず、 一般公募制度の 普及が望まれ 

る。 しかしながら 4 節でみたとうに、 募集制度は国公私立大学間での 助成金配分状況に 及ぼす 影 笘は弱く 、 

科件寅に 対して質の面での 独自性を打ち 出すには、 例えば研究 寅に 比較的恵まれない 若手ゃ人文社会科学 

への優遇を前提とした 上で一般公募を 行 う などの工夫が 必要であ ろ       

(2) 科研 費 ではなく民間助成へ 申請した理由としては 圧倒的に研究費の 不足をあ げるものが多くなって い 

60 科 件 費の質的補完を 論じるにあ たって、 研究費は質を 問題にする以前に 量の点で非常に 不足している 

現状を踏まえておくことは 必要であ ろうっ 

(3) 民間助成によって 遂行された研究は、 境界・萌芽的分野の 研究、 基礎・応用研究、 現実の社会に 貢献 

し 、 成果に不安はあ るが野心的で、 学会の主流にない、 という性格を 持つ。 このことから、 調査対象とし 

た 財団に よ る助成は実績や 学術への貢献を 重視する科研 費 とは反対の傾向を 持った研究に 対して助成を 行 

っており、 科研 費 に対して質的な 独自性を持っていると 言えよう。 

(4) いずれの財団でも、 いずれの年齢 届 でも 7 一 8 割が励みになったと 答えており ( 申請者 ) 、 研究者に活 

力 を与えるという 点では民間助成は 存在しているだけで 意味を持っている。 

(5) 助成受領経験者の 7 割前後が「望ましい 形で使えた」と 答えていることから、 使途の点では 民間助成 

は 科研 費 に対して質的な 特徴を持つといえる。 また、 助成を受けて 行った研究は「仝後を 方向づける」と 

答えている者が 6 割を越えることから、 助成は概ね有効に 活用されたと 考えることができる。 

(6) 望ましい助成の 項目としては、 海外派遣が圧倒的に 高く、 研究集会開催、 外国人 昭 鵬などがつついて 

いる。 つまり、 研究者の交流や 国際活動へのニーズが 強くなっているのであ る。 表 1 によれば、 これらの項 

目への助成はまだまだ 小さく、 今後の充実が 望まれる。 望ましい助成対象としては 将来性のあ る若手研究 

者や中堅研究者が 多くあ げられている。 

6 . まとめ 

(1) 民間財団による 研究助成は科研 寅 のおよそ 1 割 程度と 且 的に極めて不十分な 状態にあ る。 

(2) 研究者は民間財団が 行う研究助成の 独自性についてはあ まり意識していない。 

(3) 助成金の使途の 柔軟さという 点では高く評価されており、 また民間財団に よ る助成事業の 存在は確実 

に 研究者にとっての 励みとなっている。 

(4) 民間財団の研究助成は、 研究者によって 有効に活用されている。 

(5) 助成分野別配分状況を 見ると民間財団による 研究費助成は 科研 費 と似ており、 科件 費を質的に補完す 

るには至っていないり 若手への助成という   点でも同様であ る。 

(6) 科研究との差異としては、 科研 費 において設立主体 ( 国公立 ) 別に教員当り 受領率がはっきりと 分離 

し層 化しているのに 対して、 民間助成では、 設立玉体別の 特徴は見られない   点があ げられる。 

民間助成が科研 芙に 対して持つ独自性は 僅かでしかない。 しかしながら 新規に設立される 民間財団の数 

は増加傾向にあ ると同時に、 申請を行う研究者側からも 研究助成事業に 対して質、 且 共に大きな期待がよ 

せられていることなどから、 民間財団は今後に 大きな社会的役割を 担っていくことが 期待できる。 具体的 

には、 人文社会科学系の 特に若手への 助成は、 民間助成が科研 費 に対して独自性を 持っ ( 質的補完を行う ) 

ためにも今後とも 増やしていく 必要があ る。 また、 研究助成以外にも、 現在は民間財団の 助成事業として 

は 少ない研究者の ( 国際 ) 交流などへの 助成事業も充実して い くことが必要であ ろう。 

現段階では個別財団がバラバラに 助成活動を行っており、 残俳ながら民間財団の 研究助成全体としては 

科研 費 に対して強く 特色を打ち出すには 至っていない。 少ない額の助成金をより 効果的に生かすためにも   

仝後助成を行う 民間財団間での 協力体制を確立していくことが 重要であ ろう。 
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